
 

 
 
 
 
 

2 番目のニュー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2009 年年年年  VOL. 1111 

Manpower News Letter  

NEWS CONTENTS: 

 
1.  マンパワー雇用予測マンパワー雇用予測マンパワー雇用予測マンパワー雇用予測 
     調査結果近年の推移調査結果近年の推移調査結果近年の推移調査結果近年の推移 
 
2. マンパワーのＣＳＲ活動マンパワーのＣＳＲ活動マンパワーのＣＳＲ活動マンパワーのＣＳＲ活動 
 
 
3. 全世界共通プロジェクト全世界共通プロジェクト全世界共通プロジェクト全世界共通プロジェクト 

「キャンディデイト・「キャンディデイト・「キャンディデイト・「キャンディデイト・ 
エクスペリエンス」についてエクスペリエンス」についてエクスペリエンス」についてエクスペリエンス」について 

 
 
4. 女性管理職実態調査女性管理職実態調査女性管理職実態調査女性管理職実態調査 

結果について結果について結果について結果について 
 
 
5. ミニミニミニミニ ニュースニュースニュースニュース  
 
 

• 「マンパワー・プロフェッショ「マンパワー・プロフェッショ「マンパワー・プロフェッショ「マンパワー・プロフェッショ

ナル」ナル」ナル」ナル」 本格始動本格始動本格始動本格始動 

 

• 第１回国家検定「キャリア・第１回国家検定「キャリア・第１回国家検定「キャリア・第１回国家検定「キャリア・

コンサルティング技能検定」コンサルティング技能検定」コンサルティング技能検定」コンサルティング技能検定」

に４名が合格に４名が合格に４名が合格に４名が合格 

 

• 15 分カウンセリングに分カウンセリングに分カウンセリングに分カウンセリングに     

ついてついてついてついて  

 

 

マンパワー雇用予測調査に基づく近年の雇用動向の推移マンパワー雇用予測調査に基づく近年の雇用動向の推移マンパワー雇用予測調査に基づく近年の雇用動向の推移マンパワー雇用予測調査に基づく近年の雇用動向の推移 

マンパワーでは、現在 33 カ国地域に

おいて、毎四半期ごとに雇用動向につ

いての事前調査「マンパワー雇用予測調

査」を行っています（「マンパワー雇用予測

調査」の詳細は最終ページをご覧ください）。 

【【【【 日本の調査結果日本の調査結果日本の調査結果日本の調査結果 】】】】 

日本では 2003 年から調査を開始し、今年

で 6 年目になります。2009 年 3 月に発表し

た 2009 年第 2 四半期（4-6 月期）の純雇

用予測は-5％と、調査開始以来初のマイナ

ス値を記録し、前四半期比では 10 ポイント、

前年同月比 25 ポイントの大幅減となりまし

た。昨年からの純雇用予測の推移を見てみ

ると（右図 1）、米国の金融危機が起きた

2008 年第 3 四半期（7-9 月）の純雇用予

測値は 16％で、同期を境に純雇用予

測値が急速に悪化していることがわかりま

す。これは、国内企業の雇用意欲が昨年か

ら今年にかけて著しく冷え込んでいることが

窺えます。地域別の調査結果地域別の調査結果地域別の調査結果地域別の調査結果（右図 2）を見て

みると、東京、大阪、名古屋の３地域で、

2008 年第 3 四半期から純雇用予測値が

減少傾向にあり、特に名古屋地域の雇用活

動が急速に減退しています。名古屋地域は

特に自動車メーカーなどの製造工場が点

在していることから、製造業界の業績の

低迷に比例して、雇用活動も悪化しているこ

とが推測できます。業種別業種別業種別業種別の結果の結果の結果の結果（右図 3）を

見てみると、全７業種で 2008 年第 2 四半期

頃から雇用予測値が減少しており、特に

「金融・保険・不動産」、「製造」、「運輸・公益」

において急激な雇用活動の悪化が見られ

ます。7 業種中純雇用予測が最も低い

「製造」は 2009 年第 2 四半期の純雇用

予測値が-14％、前年同期比では 33 ポイント

の大幅減となっており、前四半期と比べても

14 ポイント低下しています。また、「金融・

保険・不動産」は、2008 年第 3 四半期から

雇用活動が減退傾向にありますが、2009 年

第 2 四半期では、前四半期に比べわずか

に回復しています。ただ、今後の景気動向

の先行きは依然不透明なため、雇用活動

も楽観視できない状態は続くことが予測

されます。 

図図図図 1 

図図図図 2 

図図図図 3 

【【【【 世界の調査結果世界の調査結果世界の調査結果世界の調査結果 】】】】 

世界の 2009年第 2四半期の純雇用予測では、72000社

から回答を得ました。その結果、調査対象となった 33カ国

地域のうち、前四半期と比べ、季節調整前の純雇用予測

は 13 カ国地域で増加しているものの、前年同期と比べ

ると全ての国・地域で深刻な雇用意欲の低下が見ら

れます。アジア・太平洋のアジア・太平洋のアジア・太平洋のアジア・太平洋の 8 カ国地域カ国地域カ国地域カ国地域の雇用予測は

大幅な減退傾向にあり、特にシンガポールでは前年

同期比 99 ポイント減の-45％と急激に雇用意欲が低下

しています。北米・中南米北米・中南米北米・中南米北米・中南米も低水準で推移しており、

調査開始以来の最低値を記録している米国、メキシコ、

アルゼンチン、グアテマラをはじめ、8 カ国全てにおいて

前四半期および前年同期比で雇用意欲が減退してい

ます。また、ヨーロッパ・中東・アフリカ地域ヨーロッパ・中東・アフリカ地域ヨーロッパ・中東・アフリカ地域ヨーロッパ・中東・アフリカ地域でも前年

同期と比べると全ての国・地域で雇用意欲は大幅

に落ち込んでいます。特に、英国、スペイン、

アイルランドは世界的に見ても純雇用予測が最も

低い値となっています。 

次回のマンパワー雇用予測調査 

第 3 四半期（7-9 月期）結果は 

6 月に発表となります。 

純雇用予測値推移
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7業種別の純雇用予測値推移
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地域別の純雇用予測値の推移
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現在世界 82 カ国・地域に

拠点を展開しているマンパ

ワーは、創設以来、個人の

尊厳と就労による独立を支

援することを重要な使命とし

て掲げてきました。能力開

発やキャリア支援における

様々なサービスを創出し、

提供することで、世界中の

働 き た い と 考 え る 多 く の

人々に、雇用機会を提供し

てきました。マンパワーのＣ

ＳＲ（企業の社会的責任）活

動は、主に４つの柱で成り

立っています。４つの柱と

は、1.労働力の開発、2．災

害復興支援、3. 難民救済、

4.人身売買の撲滅 です。特

に、『労働力の開発』におい

ては、各国で多くの取組み

が行われています。過去に

は、インド洋での津波、米国

のハリケーンなど大きな災

害がある度に、マンパワー

の社員が被災地に赴き、災

害によって生活の糧を失っ

てしまった人々に対して、将

来仕事を継続していくため

の指導、教育、トレーニン

グ  プログラム、能力開発

に お ける 支 援 を 行 い ま し

た。それにより、あらゆる

年齢、立場の人に対して、

“生涯学習”の機会、より良

い就労環境および継続的な

雇用を提供することが可能

となるのです。マンパワー・

ジャパンも、マンパワー・グ

ループの一員として、従来

から労働力の開発に積極的

に取り組んでいます。マンパ

ワーの登録者の方々に提供

している 24 時間パソコン上で

受講可能な無料学習コース

「ダイレクトトレーニング」（350 種類）

により、働きたいと考える人々

のキャリアアップを支援しま

す。ＩＴスキル、コミュニケーシ

ョンスキル、英語スキルなど

職場で必要となる能力に着目

し、実践的な講座内容となっ

ています。その他にも、登録

時のキャリアカウンセリングも

随時行っており、キャリアパス

構築支援にも取り組んでいま

す。また、ＩＴ技術者の教育施

設「マンパワー・テックラボ」を

2008 年 5 月から東京・大阪で

開設しており、2009 年 2 月に

は札幌にも開設しています。 

労働力の開発を中心としたマンパワーのＣＳＲ活動労働力の開発を中心としたマンパワーのＣＳＲ活動労働力の開発を中心としたマンパワーのＣＳＲ活動労働力の開発を中心としたマンパワーのＣＳＲ活動    

最新のＣＳＲ活動報告：アフリカの難民キャンプを視察 

2009 年 2 月 16 日から 2 月

20 日まで、マンパワーは、

国連難民高等弁務官事務

所（以下：ＵＮＨＣＲ）と協同

し、多くのアフリカ難民の自

立を支援するために難民キ

ャンプを視察しました。モザ

ンビーク、ナミビア、南アフリ

カの難民キャンプを訪れ、

難民がおかれている窮状を

把握し、彼らが仕事の尊厳

を取り戻すためにマンパワ

ーとしてどのような支援がで

きるかを模索するために現

状を確認しました。今回ＵＮ

ＨＣＲと協同することで、「全

ての人々に適切な雇用機

会を提供する」というマンパ

ワーの使命を達成するため

に一歩前進できると実感し

ています。しかし同時に、難

民に関するアフリカ国内の

政策と国際レベルの政策と

の間には未だに大きなギャ

ップがあり、亡命者が正式

に難民として認定されるた

めには長い歳月がかかりま

す。難民と認められなけれ

ば必要な支援を受けること

さえできません。マンパワー

は、そのようなギャップを少

しでも解消できるように働き

かけ、マンパワーが長年培

ってきたノウハウを生かし、

職業訓練プログラムや能力

開発において支援できると

確信しています。マンパワー

の支援は金銭的支援に限ら

ず、人々が仕事を通じてき

ちんとした生活を得るため

の支援に重点を置いています。

既にタイでは、現地のマンパワ

ー社員がボランティアで相談役

となり、選定された難民が米国

で就業できるように適切なトレー

ニングを行っています。また、米

国社会になじめるように生活面

でも様々なアドバイスを提供して

います。マンパワーは今後も引

き続き、難民救済および労働力

の開発に注力していきます。 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２００８年秋に全世界のマン

パワー拠点でスタートしたプ

ロジェクト「キャンディデイト・

エクスペリエンス」。このプロ

ジェクトは、求職者の方々に

対して、どの国のマンパワ

ー拠点においても質の高い

サー ビス を 提 供する ため

に、マンパワー社員が求職

者の方々に接する際の意識

改革を目的としています。全

世界のマンパワー社員 3 万

3000 人全員が、各拠点にお

いて「信頼されるアドバイザ

ー」として、求職者の方々の

立場に立ち、各個人のニー

ズに合わせた応対ができる

ようになるためのワークショ

ップを受講しています。日本

では２００８年９月から段階

グローバルプロジェクト「キャンディデイト・エクスペリエンス」グローバルプロジェクト「キャンディデイト・エクスペリエンス」グローバルプロジェクト「キャンディデイト・エクスペリエンス」グローバルプロジェクト「キャンディデイト・エクスペリエンス」    

～日本国内では全社員がワークショップを修了、受講１００％を達成～ 

アジア・パシフィック地域のワークショップ受講状況アジア・パシフィック地域のワークショップ受講状況アジア・パシフィック地域のワークショップ受講状況アジア・パシフィック地域のワークショップ受講状況    

    

的に全国の拠点でワークシ

ョップを実施し、２００９年３

月にマンパワー・ジャパンの

全社員がワークショップを修

了しました。ワークショップ

は、主に求職者の方々が登

録の際マンパワーに来社す

る場面を想定し、より実務に

近いロールプレイ形式で行

われます。１回のワークショ

ップは、１２名で行われ、各

ワークショップには「ファシリ

テーター」と呼ばれる、進行

役が２名つきます。このワー

クショップは、参加型なの

で、進行役はあくまでもワー

クショップをスムーズに進め

る役に徹し、参加する社員

がイニシアチブを取って進

めていきます。ロールプレイ

を行い、良かった点や改善

しなければならない点を参

加者全員でディスカッション

し、実際の業務に反映させ

ます。このようなワークショッ

プを行うことで、求職者の

方々を中長期的にサポート

する心構えと求職者の方々

に最高の満足を提供するた

めのノウハウを学びます。こ

れにより、マンパワーの社

員一人一人が、より求職者

の方々のニーズに沿ったよ

り一層質の高いサービスを

提供することが可能となり、

今後も求職者の方々とより

強固なリレーションが築ける

準備ができたと確信してい

ます。 

 

「キャンディデイト・エクスペリエンス」「キャンディデイト・エクスペリエンス」「キャンディデイト・エクスペリエンス」「キャンディデイト・エクスペリエンス」 

ワークショップ、ジャパン社終了の模様ワークショップ、ジャパン社終了の模様ワークショップ、ジャパン社終了の模様ワークショップ、ジャパン社終了の模様 

 

  国・地域名 受講率 社員数 

1 オーストラリア 100% 350 

2 中国 100% 609 

3 香港 100% 102 

4 インド 100% 309 

5 日本 100% 1411 

6 韓国 100% 111 

7 マレーシア 100% 112 

8 ニュージーランド 100% 56 

9 フィリピン 100% 60 

10 シンガポール 100% 123 

11 台湾 100% 74 

12 タイ 100% 236 

13 ベトナム 100% 26 

   （（（（3333 月月月月 5555 日現在）日現在）日現在）日現在）    

 

マンパワー社は 60 年間培っ

てきたグローバルネットワー

クを最大限に生かすことで、

常にサービスの向上を目指し

ています。文化背景や言語

は違いますが、各国のマンパ

ワー拠点において共通のプ

ロジェクトを推進することで、

より結束力が強まり、社員の

モチベーション向上につなが

っています。右の表を見ると、

マンパワー・ジャパンは、アジ

ア・パシフィック地域における

最大の拠点であり、受講社員

数が一番多い拠点であること

がわかります。 

「１００年に一度の不況」と言

われている今こそ、各国が一

丸となってこのようなプログラ

ムを推進し、成功事例を共有

することで、時代に即したサ

ービスの創出を目指します。 

 

フィリピン支社での受講終了時の模様フィリピン支社での受講終了時の模様フィリピン支社での受講終了時の模様フィリピン支社での受講終了時の模様 

タイ支社でのワークショップの様子タイ支社でのワークショップの様子タイ支社でのワークショップの様子タイ支社でのワークショップの様子 
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2008 年 7 月、マンパワーは

「女性管理職の現状」につい

ての調査結果を発表しまし

た。この調査は、マンパワー

雇用予測調査の追加調査と

して行ったもので、33 カ国・

地域において管理職に就い

ている社員 29,169 名に、管

理職における女性の登用や

女性の出世に対する意識に

ついて調査したものです。回

答者の 48％が男性、52％

が女性でした。また、回答者

の 18％が 30 歳未満、28％

が 30 歳から 39 歳、27％が

40 歳から 49 歳、18％が 50

歳から 59 歳、6％が 60 歳

以上となっており、3％が未

回答でした。質問内容は右

女性管理職の実態調査結果について女性管理職の実態調査結果について女性管理職の実態調査結果について女性管理職の実態調査結果について    

いる一方で、全 回答者の

72％が経営陣の一員として

活躍しているワーキングマ

ザーを知っていると回答して

います。世界では調査を行

った 33 ヶ国・地域のうち、32

ヶ国・地域において、回答者の

過半数が経営陣の一員とし

て活躍しているワーキング

マザーが知り合いにいると

答えています。一方、日本の

回答者の 72％が経営陣の

一員として活躍しているワー

キングマザーは知り合いにい

ないと答えており、日本では

ワーキングマザーが経営の

一端を担うには、依然として

記のとおりです。調査は３３

カ国・地域全体としての結果

および地域別の結果でまと

めています。調査結果によ

る と 、 33 カ 国 ・ 地 域 で は

44％の回答者が優れた上

司に性別は関係ないと答え

ています。ただし、4 人に 1 人の

回答者が、今までの職場経

験から男性上司のほうが優

れていたと答えています。こ

こで特筆すべきことは、地域

によって回答に違いが出た

ことです。北・南米やヨーロッパ

地域では、男性上司、女性

上司の評価にそれほど大差

はありませんでしたが、アジア・

パシフィック地域では、男性

上司のほうが優れた上司だ

ったと答えた回答者が 34％

と女性上司のほうが優れた

上司だったと回答した割合

（13％）を大きく上回りまし

た。 女性が子供を持つこと

によって女性の出世の可能

性が制限されてしまうかどう

かという質問に対しては、回

答者の 48％がそう思うと答

え、44％がそうは思わないと

答えおり、残りの 8％はどち

らともいえないと回答してい

ます。回答者の年齢層を見

ると、年齢が若いほど、出産

が女性の出世の可能性を制

限しないと回答する割合が

高くなっています。多くの回

答者が出産は女性の出世の

可能性を限定すると回答して 

大きな壁が存在していること

が推測できます。また、「優

良企業において、役員や上

級管理職という役職に就く

女性の割合が 5 割もしくは

それ以上を占める時代が来

ると思いますか」、という質

問については、全回答者の

48％が 5 割を超えることは

ないと回答しています。また

5 割を超えると思うと答えた

回答者の 20％が、5 割を超

えるのは 10 年から 20 年は

かかると思うと答えており、

女性が優良企業の経営陣と

して活躍するには長い年月

がかかることが予想されま

す。自分が将来就きたいポ

ジションについての質問に

ついては、男性回答者と女

性回答者の間で将来目指

すポジションが異なりまし

た。男性回答者の 37％が、

将来、大企業の取締役、副

社長に就きたいと答えてい

ます。一方、女性回答者の

27％が中小企業の課長や

部長のポジションに就きた

いと回答しています。この結

果から、男性のほうがより上

位のポジションを目指す傾

向が強いことが推測されま

す。その中で、既に自分の目

指すポジションに就いてい

る、もしくは近い将来就く予

定だと答えた回答者は、61％

でした。さらに、定年まで勤

めるのではなく、起業を考え

たことがあるかどうかという

質問に対しては、回答者の

59％が起業を考えたことが

あると回答しており、40％が

企業で定年まで勤めると回

答し、1％がどちらとも言え

ないと回答しています。 男

女別で言うと、男性回答者

の 68 ％ 、 女 性 回 答 者 の

51％が起業を考えたことが

あると回答しています。 

このような調査結果を踏まえ、

マンパワーでは、世界各国

で女性を貴重な労働力とし

てより積極的に活用し、企業

において活躍できるポテン

シャルを引き出すべきだと

政府や企業に働きかけてい

ます。 

【調査質問【調査質問【調査質問【調査質問】 

 
1. あなたが就職してから現在までの

間に、総合的に考えて、男性もしく

は女性のどちらがより優れた上司

だったと思いますか？ 

2. 女性が子供を持つことによって、

その女性の出世（キャリアアップ）

の可能性が制限されてしまうと思

いますか？ 

3. 経営陣としての職位を獲得し、尚

且つ子供を持つワーキングマザー

をご存知ですか？ 

4. （日本の）優良企業において、役

員や上級管理者という役職に就く

女性の割合が、50％もしくはそれ

以上を占める時代が来ると思いま

すか？ 

5. 質問 4 ではいと答えた方へ。質問

4 で説明したような時代が来るの

に何年かかると思いますか？ 

（1.10 年未満、2.10 年以上 20 年

未満、3. 20 年以上、4. 確かなこと

はわからない） 

6. あなたが最終的に目指す職位は、

以下のうちどれですか？ 既にあな

たが目指すレベルに達している場

合は、そのレベルを選んでくださ

い。（1. C レベル(CEO, CFO, 

CIO など)／大企業の取締役・重

役、 2.副社長／統括責任者／部

長、常務取締役、3. 中小企業の取

締役／重役／大企業の部長、4. 

課長／中小企業の部長、5. 管理

職以外） 

7. あなたは、既に最終的に目指す職

位に達していますか？ もしくは将

来的に達すると思いますか？ 

8. 現在のキャリアパスを続けるので

はなく、起業しようと考えたことは

ありますか？ 

 

注：質問は主に、「はい」、「いいえ」、

「わからない」の 3 択質問です。  



 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2008 年から世界のマンパワー

拠点において導入を開始し、

実績を積んできた専門職特化

型のブランド、「マンパワー・

プロフェッショナル」。日本で

も 2009 年 2 月から本格的

にスタートしました。海外拠点

では、IT、医療・バイオ、金融

など様々な専門分野での案

件を取り扱っています。日本

では、まず、マンパワー・ビジネス

ソリューション事業本部が、

「マンパワー・プロフェッショナル」日本で本格始動「マンパワー・プロフェッショナル」日本で本格始動「マンパワー・プロフェッショナル」日本で本格始動「マンパワー・プロフェッショナル」日本で本格始動    

マンパワー・ジャパンでは、業務

を推進する上で、社員に対し、

キャリアカウンセリング協会認

定資格「GCDF （Global Career 

Development Facilitator）」の取

得を推奨しています。マンパワー・

ジャパンでは、現在までに 126 名

が GCDF を取得し、現在も実務

に生かしています。また、GCDF

ホルダーのうち 10 名がキャリア

カウンセリング業務において初

の国家検定「キャリア・コンサル

ティング技能検定」を受験し、4

マンパワー・ジャパンでは

2009 年 2 月から首都圏に

12 拠点ある登録センター及

び大阪登録センターにて、

15 分カウンセリングを開始

しました。15 分カウンセリング

は、求職者の方の更なる満

足度の向上、および優秀な

求職者の方々の発掘と求職

者の方々のキャリア志向に

合った案件の紹介を実現する

ために導入しました。通常

は、登録のためにマンパワー

に来社する求職者の方々に

対し、担当コンサルタントが

希望の仕事や条件をはじめ、

個人のスキルや職歴などの

聞き取りを目的としたインタ

第１回キャリア・コンサルティング技能検定に４名が合格第１回キャリア・コンサルティング技能検定に４名が合格第１回キャリア・コンサルティング技能検定に４名が合格第１回キャリア・コンサルティング技能検定に４名が合格    

登録スタッフの満足度登録スタッフの満足度登録スタッフの満足度登録スタッフの満足度向上にカウンセリング強化が貢献！向上にカウンセリング強化が貢献！向上にカウンセリング強化が貢献！向上にカウンセリング強化が貢献！    

IT 分野に特化した専門部門

として「マンパワー・プロフェ

ッショナル」を導入しました。

まず、5 月から IT 分野に特

化した案件を取り扱う専門

部門としての認知度を高め

るため、マンパワー・ビジネ

スソリューションの専用サイ

ト及び使用しているロゴも刷

新します。景気後退の影響

で、企業における人材の余剰

感が高まる中、専門性の高

いスキルを持った人材は依

然として企業からのニーズ

は高く、今後も需要の高まり

が予想されます。マンパワ

ー・ジャパンでは、日進月歩

の IT 業界のニーズにいち

早く対応するために、高い

専門スキルを持つ人材の獲

得および育成を引き続き強

化していきます。 

名が第１回試験に合格しま

した。この資格は、平成２０年

９月に厚生労働大臣からキャリア・

コンサルティング職種の指定

試験機関として指定された

協議会が実施するものです。

試験では、コンサルティング

の技能と知識を問うもので、

合格者には「キャリア・コン

サルティング技能士」の称

号が付与されます。マンパ

ワーでは今後も、より質の

高いキャリアカウンセリング

および仕事に関するアドバ

イスを提供していくために社

員のスキルおよび能力向上

に注力していきます。今後

も、企業と求職者の方々の

ニーズを把握し、求職者の

方々に適格なお仕事を紹介

することで、企業と求職者の

方々の「架け橋」としての役

割を担っていきます。 

ビューを行います。今回新

たに導入した 15 分カウンセ

リングは、通常のインタビュ

ー終了後、追加で行うもの

で、主に求職者の方々の長

期的なキャリアパス、仕事

や私生活に関する悩み事な

ど様々な事に関して専門の

資格を持ったカウンセラー

が相談に乗り、アドバイスを

行います。担当カウンセラー

が丁寧に聞き取りを行うこと

で、求職者の方々一人一人

の希望を考慮し、弱点を克

服する方法など、より明確な

アドバイスを提供することを

目的としています。導入から

約 2 ヶ月が経ち、求職者の

方々に 15 分カウンセリング

について独自のアンケート

調査を行った結果、カウンセ

リングを導入した登録センタ

ーでは、「丁寧に相談にのっ

てくれた」「希望の条件を話

せる環境があってよかった」

など、求職者の方々のポジ

ティブなコメントが導入前に

比べ増えました。（5 段階評

価 で 、 満 足 度 は 、 前 年 比

0.8 ポイント増の 4.72）まだ

スタートしたばかりですが、

今後も適宜全国の拠点に

15 分カウンセリングを拡充し

ていく予定です。 
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【【【【マンパワー・ジャパン株式会社マンパワー・ジャパン株式会社マンパワー・ジャパン株式会社マンパワー・ジャパン株式会社  会社概要会社概要会社概要会社概要】】】】 

 

社名：マンパワー・ジャパン株式会社 

所在地：〒220-8136 神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-2-1 横浜ランドマークタワー 36 階 

代表者：取締役・代表執行役会長兼社長 ダリル・グリーン 

資本金： 40 億円 

設立年月日：1966 年 11 月 30 日 

業務内容：一般労働者派遣（般 13－010001）を中心とした総合人材サービス 

－人材派遣／請負事業、職業紹介事業、ビジネスソリューション事業等 

登録スタッフ数：27 万 5500 人 

概要：1948 年米国で誕生したスタッフィングビジネスのリーディングカンパニーであるマンパワー社の 100％出

資の日本法人で、1966 年に設立された日本で最初の人材派遣会社です。“マンパワー”は人材派遣の代名

詞として広く急速に認知され、常に業界のパイオニアとしてサービスシステムの構築や、クオリティマネジメ

ントの重視など先駆者的役割を果たしてまいりました。現在では、一般派遣業に加え、職業紹介、ビジネスソリ

ューションなど、総合人材サービス会社として全国で幅広いサービスを展開しています。親会社であるマンパ

ワー社は、記者や編集者により、米国経済誌「フォーブス」の 2007 年 Platinum List の「アメリカの最優良企

業 400」に 5 年連続で選出されました。また、2008 年には、公開講演及び研究におけるウッドロー・ウィルソ

ン元米大統領の信念を分かち合うことを目的とし、功績を通じて市民生活に奉仕した世界中の人々に贈られ

るウッドロー・ウィルソン企業市民賞が授与されました。      ホームページ URL：www.manpower.co.jp 

 

【【【【 マンパワーグループの企業理念マンパワーグループの企業理念マンパワーグループの企業理念マンパワーグループの企業理念 】】】】 

マンパワー社は「変化する労働環境でクライアントに勝利をもたらすサービスを創造し、提供します」という企業理念の

もと、82 カ国に拠点を展開しています。マンパワーグループでは、この世界共通の理念に基づき、取引企業の重

要な資源である人材の有効活用と生産性の向上を支援するとともに、人とその人生における仕事の役割を尊重し、

最適な就業機会の確保と技能の向上をサポートしています。同時に、マンパワーグループの全社員が革新を恐れず

常に挑戦し続けることを世界共通の行動規範としています。 

 
 

【マンパワー雇用予測調査（【マンパワー雇用予測調査（【マンパワー雇用予測調査（【マンパワー雇用予測調査（Manpower Employment Outlook Survey）について】）について】）について】）について】 

マンパワー雇用予測調査は、1962 年に米国およびカナダで開始して以来、45 年間継続して行っています。

1966 年にはイギリスが加わり、2002 年にはメキシコとアイルランドが調査を開始しました。2003 年には、日本を含

む 世界 13 ヶ国・地域が調査に参加することとなり、その後も参加国は増え続け、現在では 33 ヶ国・地域で調

査が行われています。政府や報道機関などが行なう雇用に関する統計が事後（現状）の報告が主流であるのに

対し、この調査は、現四半期に比べて次の四半期に雇用を増やす計画があるか否かを調査対象である各社の人

事部から回答を得るという事前調査であることが特徴です。調査は東京、名古屋、大阪の３地域に拠点を持つ

企業約 1000 社を対象に行われます。調査結果は 7 業種（「金融・保険・不動産」、「製造」、「鉱工業・建設」、「公

共・教育」（役所、学校関係）、「サービス」（情報処理、ソフトウェア、娯楽など）、「運輸・公益」、「卸・小売」）別でも集計

しています。また、マンパワー雇用予測調査の結果は、雇用予測の指標として米国 FRB（連邦準備制度理事

会）での採用実績や、オーストラリアの国会で、首相が演説で言及するなど、世界各国で雇用動向の先行指

標として幅広く活用されています。 

 
 

 
＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

マンパワー・ジャパン株式会社   広報担当 浅井・小林 

03-6225-5624（Fax：03-6225-5599）kouhou@manpower.co.jp 

〒103-0027 東京都中央区日本橋 3 丁目 2-9 

三晶ビル 4 階 


